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1. はじめに 

世界では、欧米を中心に 1990 年代から電力自由化（小売全面自由化）が始まり、日本では、2016 年 4

月から自由化が開始されました。大規模な投資を必要とする原子力発電は、電力自由化の影響は大きく、

自由化国においては原子力発電の新設計画は停滞気味です。一方、非自由化国においては、中国、インド

など新設に向けた動きは活発で、世界全体の原子力発電は今後も増加する見通しにあります。 

今回は、このような世界各国の原子力情勢について、電力市場の現状と自由化国と非自由化国に分けて

原子力への対応状況について説明します。 

 

2. 世界のエネルギー情勢 

 世界エネルギー機関（IEA）によると、2016 年か

ら 2040 年の間に、世界の一次エネルギー需要は

28%増加の見込み。この中で、原子力発電電力量

は 47%増加の見込み。 

 世界の原子力発電設備は、2016 年末現在の 413GW

から 516GW へと 25%増加の見通し。 

 この増加の大半は、中国、インド、ロシア。 

 

3. 競争環境下における原子力事業 

 GDP 上位 20 カ国で電力自由化している国は、EU

の 6 カ国と日本の 7 カ国。これらの国は、いずれ

も新規建設が停滞気味。建設が多い国は非自由化国。 

 原子力は、電力自由化（競争市場）の中で、他の電源

に比べリスクを持つ。 

 原子力の電力市場におけるリスクは、建設投資リスク、

市場競争リスク、政治規制リスク、バックエンドリス

ク、事故リスクの 5 つ。 

 

4. 電力自由化国の原子力動向 

4-1 米国の状況 

 米国は 2005 年、原子力発電所新設支援策を導入。債務保証、発電税控除など。 

 しかし、その後のガス価格低下（シェールガス）により、新設計画減速。 

 さらに近年では、一部の運転中発電所も経済的に厳しい状況に。 

 このため米国の当該州では、市場における原子力支援策を導入。 

 

4-2 英国の状況 

 英国は 2008 年、政策を転換し、原子力推進を明確化。 

 2020 年代での発電所建設に向け支援策を導入。国家政策声明、包括的設計審査、FIT-CfD 等 



 

 現在 EDF エナジー等 3 社が 6 地点で、新設計画

を進める。 

 

4-3 フランスの状況 

 2012 年に減原子力政策（2025 年に原子力比 50%

へ）を採用。 

 しかし、2017 年、目標時期（2025 年）を遅らせ

ること表明。 

 

5. 電力非自由化国の動向 

5-1 ロシアの状況 

 世界で最も原子力の海外進出に対し積極的な国。 

 建設中、計画中の原子炉の基数、国内よりも海

外の方が多い。 

 

5-2 インドの状況 

 2005 年から、積極的な原子力輸入国へ。 

 米国（日本）、フランス、ロシアと輸入を交渉中。 

 サイト 5 カ所に各 6 基、建設する計画。 

 

5-3 中国の状況 

 現在建設中原子炉基数 24 基で世界最多。 

 2020年に、運転中 58GW、建設中 30GWの計画。 

 6 つの第 3 世代炉型の内、3 つ（AP1000、EPR、

華龍 1 号）の初号機は中国で運開予定。 

 

6. まとめ 

 

世界では原子力発電は今後も増えていく見通しです。しかし、電力自由化国では、原子力発電所の新設

は難しくなり、米国では運転中の発電所も一部厳しい状況となっています。 

このため、日本においても海外で実施されているような以下の対策の検討が必要と考えられます。 

①原子力継続への国としての政策の明確化と国民的理解の促進 

②新規建設に向けた、債務保証、発電税減税、英国の FIT-CfD 制度のような固定価格による長期収入確

保等 

③CO２排出なしの環境性や供給・系統運用における信頼度などの価値が評価できる市場環境の整備 

④安全確保を前提とした、審査期間の短縮、発電所の運転効率化などに資する規制の合理化 

⑤バックエンド事業、事故対応などにおける、発電事業者の負担限界の明確化や国としての関与の強化 

 

一方、世界における電力非自由化国であるロシア、インド、中国等では今後も積極的に原子力を建設す

るとともに、海外の新規導入国へ輸出していくものと見られます。日本は、これらの国と競争していくべ

く、国内発電所の早期再起動とともに海外展開の体制強化が必要と考えられます。 
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